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令和７年度環境研究総合推進費における新規課題の採択について 

 

                           令和７年３月１４日（金） 

環境研究総合推進費は、環境政策への貢献・反映を目的とした競争的研究資金制

度です。「環境研究・環境技術開発の推進戦略」（令和６年８月環境大臣決定）に

基づき、重点課題やその解決に資するテーマを提示した上で、広く産学民官の研究

機関の研究者から提案を募り、応募された課題のうち、外部有識者等による事前評

価を経て採択された課題について、研究開発を実施します。 

令和７年度から開始する新規課題については、令和６年９月 13日（金）から 10

月 18 日（金）まで公募を行い、審査の結果、今般、環境問題対応型研究・次世代

事業 45 課題、革新型研究開発（若手枠）32課題、戦略的研究開発（Ⅰ）１プロジ

ェクト（16 課題）、戦略的研究開発（Ⅱ）１プロジェクト（10 課題）を採択する

こととしましたのでお知らせします。 

 

１．令和７年度新規課題の採択について 

 

令和７年度新規課題の公募は、「環境研究・環境技術開発の推進戦略」（令和６年

８月環境大臣決定）（以下「推進戦略」という。）で示された５つの研究領域とそれ

らに対応する重点課題を対象に行い、外部有識者等からなる環境研究推進委員会

（別添資料１参照）による第一次審査（書面）及び第二次審査（ヒアリング）を経

て、下表の通り採択課題を決定しました。（採択課題の詳細は別添資料２の通り。）

 ※革新型研究開発（若手枠）は第二次審査（ヒアリング）を実施せず、第一次審

査（書面）の結果に基づき採否を決定しました。 

 

令和７年度新規課題の採択課題数（公募区分別） 

公 募 区 分 
年間研究開発費の支援規模 

（間接経費・消費税を含む） 
研究期間 

採択課題数 

（申請件数） 

環境問題対応型研究 

（一般課題、技術実証型） 
4,000 万円以内／年 ３年以内 23（207） 

環境問題対応型研究 

（ミディアムファンディング枠） 
2,000 万円以内／年 ３年以内 21（133） 

次世代事業（補助率１/２） 

ア．  「技術開発実証・実用化事業」 

イ．「次世代循環型社会形成推進技術

基盤整備事業」 

ア．１億円以内／年 

イ．２億円以内／年 
３年以内 1 (5) 

革新型研究開発（若手枠 A） 600万円以内／年 ３年以内 18（67） 

革新型研究開発（若手枠 B） 300万円以内／年 ３年以内 14（38） 

戦略的研究開発（Ⅰ） ３億円以内／年 ５年以内 16（17） 

戦略的研究開発（Ⅱ） １億円以内／年 ３年以内 10（10） 
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２．採択課題の内訳 

 

令和７年度新規課題の採択課題数（研究領域別） 

研究領域名 統合 気候変動 資源循環 自然共生 安全確保 

採択課題数 11課題 13課題 18課題 14課題 21課題 

（内訳） 

環境問題 

対応型 

研究 

一般課題、 

技術実証型 
４ ４ ６ ４ ５ 

ミディアム 

ファンディング枠 
２ ３ ４ ６ ６ 

次世代

事業 

ア．技術開発実

証・実用化事業 
０ ０ １ ０ ０ 

革新型

研究開

発 

若手枠 A ３ ３ ４ ３ ５ 

若手枠 B ２ ３ ３ １ ５ 

 

・「環境問題対応型研究」については５つの研究領域において 44 課題を、「次世代事

業」については、１つの領域において１課題を採択しました。 

・「革新型研究開発（若手枠）」については、一定の採択枠を設けて公募を行い、５

つの研究領域において 32課題を採択しました。 

 

令和７年度新規課題の採択課題数（戦略的研究開発） 

 プロジェクト名 採択数 

戦略的研究開

発（Ⅰ） 
S-24「気候変動適応の社会実装に向けた総合的研究」 16課題 

戦略的研究開

発（Ⅱ） 

SⅡ-12「環境中における薬剤耐性と抗微生物剤の監視の枠

組構築に向けた研究」 
10課題 

 

・戦略的研究開発（Ⅰ）（Ⅱ）については、S-24「気候変動適応の社会実装に向けた

総合的研究」、SⅡ-12「環境中における薬剤耐性と抗微生物剤の監視の枠組構築に向

けた研究」のプロジェクトを構成する 26 課題を採択しました。 
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【参考情報：公募区分について】 

 

（１）環境問題対応型研究（一般課題） 

個別又は複数の環境問題の解決に資する研究プロジェクトです。想定される研

究成果により環境政策への貢献が期待できる研究課題を広く公募しました。 

 

（２）環境問題対応型研究（技術実証型） 

基本的な仕組みや目的は、上記（１）の環境問題対応型研究（一般課題）と同様

ですが、技術開発を目的とする課題について、基礎、応用研究によって得られた技

術開発成果の社会実装を目指して、当該技術の実用可能性の検証等を行う研究課

題を公募します。過去に採択された環境問題対応型研究によって得られた技術開

発成果の社会実装を目指して、再度、技術実証型に応募することも可能です。推進

費以外の研究によって得られた技術開発成果をもって応募することも可能です。  

 

（３） 環境問題対応型研究（ミディアムファンディング枠） 

基本的な仕組みや目的は、上記（１）の環境問題対応型研究（一般課題）と同様

ですが、自然科学分野から人文社会科学分野まで多様な分野からの研究提案、若

手研究者からの研究提案など、より多くの研究提案に機会を提供することを目的

として設置した申請枠で、研究開発費の年間支援規模が全研究期間 2,000万円/年

以内の規模で研究を実施する課題を対象として公募を行いました。 

 

（４） 次世代事業 

環境問題対応型研究で得られた技術開発又は推進戦略において重点的に取り組

むべき課題の解決に資する技術開発であって、産学連携等により、実証・実用化を

図る事業です。 

全ての研究対象領域における事業を対象とした「ア.技術開発実証・実用化事業」

と、資源循環領域のうち、廃棄物の安全かつ適正な処理、循環型社会の形成推進に

関する「イ.次世代循環型社会形成推進技術基盤整備事業」の公募を行いました。 

 

（５） 革新型研究開発（若手枠Ａ） 

人文・社会科学分野を含む多様な分野の若手研究者の育成支援及び活躍促進を一

層図るため、新規性・独創性・革新性に重点を置いた、若手研究者からの提案を公

募しました。 

研究開発費の年間支援規模は、全研究期間 600万円 /年以内となります。 

なお、研究代表者及び分担者の全員が「令和７年４月１日時点で 40歳未満であ 

ること」、または「令和７年４月１日時点で博士の学位取得後８年未満であること」

を要件としました。 

（６） 革新型研究開発（若手枠Ｂ） 

 基本的な仕組みや目的は、上記（５）の革新型研究開発（若手枠Ａ）と同様です

が、若手研究者への支援をより一層強化するために、研究機会を提供するという観

点から設置した申請枠です。研究開発費の年間支援規模が 300 万円/年以内の規模

で研究を実施する課題を対象として公募を行いました。 
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（７） 戦略的研究開発（Ⅰ、Ⅱ） 

戦略的研究開発では、環境省が研究プロジェクトを構成する研究テーマを提示

し、各テーマを構成するにふさわしい研究課題（サブテーマ）を公募します。 

 このうち、戦略的研究開発（Ⅰ）は、研究期間５年以内で、先導的に重点化し

て進めるべき、または先導的な成果を上げることが期待される統合的な大規模研

究開発プロジェクトです。 

 戦略的研究開発（Ⅱ）は、環境省が提示した戦略研究テーマを構成する研究課

題のうち、特に短期間（３年以内）で重点的に進めるべき中規模の研究プロジェ

クトです。 

 

 

 

○環境再生保全機構ホームページ「環境研究総合推進費サイト」 

https://www.erca.go.jp/suishinhi/koubo/ 

 

 

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 

代表   03‐3581‐3351 

直通   03‐5521‐8239 

室長   奥村 暢夫    

室長補佐 相澤 絵美   

係長   蒔田  尚典 

 

独立行政法人環境再生保全機構 

環境研究総合推進部研究推進課 

直通   044‐520‐9509 

課長   冨永 貴寿  

課長代理 小林  優  

主査   生駒  智  

係員   飯塚 麻友  

https://www.erca.go.jp/suishinhi/koubo/


 
別添資料 1 

令和６年度環境研究推進委員会 

委員 

 

  石井 実 大阪府立大学 名誉教授 

大阪府立環境農林水産総合研究所 理事長 

 

  今村 隆史 東京都環境公社東京都環境科学研究所 所長 

 

  植松 光夫 埼玉県環境科学国際センター 総長 

東京大学 名誉教授 

 

 ○ 酒井 伸一 京都大学 名誉教授 

京都高度技術研究所 副所長 

 

  竹中 千里 名古屋大学 名誉教授 

 

  田中 宏明 京都大学 名誉教授 

信州大学 特任教授 

 

  中島 映至 東京大学 名誉教授 

 

 ◎ 藤江 幸一 千葉大学 理事（研究担当） 

 

  古米 弘明 中央大学研究開発機構 機構教授 

東京大学 名誉教授 

 

  松藤 敏彦 北海道大学 名誉教授 

 

（以上10名。五十音順。◎は委員長、○は副委員長） 

 

    

 

  



 
別添資料 1 

令和６年度環境研究推進委員会（統合部会） 

委員 

 

  石井 実 大阪府立大学 名誉教授 

大阪府立環境農林水産総合研究所 理事長 

 

  今村 隆史 東京都環境公社東京都環境科学研究所 所長 

 

 〇 植松 光夫 埼玉県環境科学国際センター 総長 

東京大学 名誉教授 

 

  甲斐沼 美紀子 地球環境戦略研究機関 研究顧問 

 

  酒井 伸一 京都大学 名誉教授 

京都高度技術研究所 副所長 

 

  白山 義久 京都大学 名誉教授 

 

  竹中 千里 名古屋大学 名誉教授 

 

  田中 宏明 京都大学 名誉教授 

信州大学 特任教授 

 

  中島 映至 東京大学 名誉教授 

 

 ◎ 藤江 幸一 千葉大学 理事（研究担当） 

 

  古米 弘明 中央大学研究開発機構 機構教授 

東京大学 名誉教授 

 

  本郷 尚 株式会社三井物産戦略研究所 国際情報部 シニア研究フェロー 

 

  松藤 敏彦 北海道大学 名誉教授 

 

（以上 13名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 
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令和６年度環境研究推進委員会（気候変動部会） 

委員 

 

  伊香賀 俊治 慶應義塾大学 名誉教授 

一般財団法人住宅・建築 SDGs推進センター 理事長 

 

  植松 光夫 埼玉県環境科学国際センター 総長 

東京大学 名誉教授 

 

  小川 芳樹 東洋大学 名誉教授 

 

  笠井 康子 東京科学大学 環境・社会理工学院融合理工学系地球環境共創コース 

教授 

情報通信研究機構 Beyond5G 研究開発推進ユニット テラヘルツ研究セ

ンター 研究統括 

 

  鬼頭 昭雄 元 気象庁気象研究所 気候研究部長 

 

  高薮 縁 東京大学 名誉教授 

 

  田中 充 法政大学 名誉教授 

法政大学 地域研究センター 客員教授 

 

 ◎ 中島 映至 東京大学 名誉教授 

 

  永田 豊 電力中央研究所 研究アドバイザー 

 

 〇 古米 弘明 中央大学研究開発機構 機構教授 

東京大学 名誉教授 

 

  見山 謙一郎 昭和女子大学 人間社会学部現代教養学科 教授 

 

（以上 11名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 
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令和６年度環境研究推進委員会（資源循環部会） 

 委員 

 

  池 道彦 大阪大学大学院 教授 

 

  石川 雅紀 神戸大学 名誉教授 

広島県立大学叡啓大学 特任教授 

 

  梅田 靖 東京大学大学院工学系研究科 人工物工学研究センター 教授 

 

 ◎ 酒井 伸一 京都大学 名誉教授 

京都高度技術研究所 副所長 

 

  佐藤 久子 愛媛大学理学部 研究員（プロジェクトリーダー） 

愛媛県環境創造センター 所長 

 

  新熊 隆嘉 関西大学 経済学部 教授 

 

  髙見澤 一裕 岐阜大学 名誉教授 

愛知文教女子短期大学 特任教授 

 

  中村 崇 東北大学 名誉教授 

 

  藤吉 秀昭 日本環境衛生センター 副理事長 

 

 〇 松藤 敏彦 北海道大学 名誉教授 

 

  三浦 浩之 広島修道大学 国際コミュニティ学部地域行政学科 教授 

 

  守富 寛 岐阜大学 名誉教授 

守富環境工学総合研究所 所長 

 

  山本 和夫 いであ株式会社 監査役 

東京大学 名誉教授 

 

（以上 13名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 

 

  



 
別添資料 1 

 

令和６年度環境研究推進委員会（自然共生部会） 

 委員 

 

  石井 信夫 東京女子大学 名誉教授 

 

 ○ 石井 実 大阪府立大学 名誉教授 

大阪府立環境農林水産総合研究所 理事長 

 

  梶 光一 兵庫県森林動物研究センター 所長 

 

  可知 直毅 東京都立大学 学長特任補佐 

 

  小池 孝良 北海道大学大学院 農学研究院 研究員 

北海道大学 名誉教授 

 

  木暮 一啓 琉球大学 理事・副学長 

 

  下村 彰男 國學院大學 観光まちづくり学部観光まちづくり学科 教授 

 

  白山 義久 京都大学 名誉教授 

 

 ◎ 竹中 千里 名古屋大学 名誉教授 

 

  土屋 俊幸 林業経済研究所 所長 

東京農工大学 名誉教授 

 

  中村 太士 北海道大学 名誉教授 

 

  星野 一昭 元 鹿児島大学 特任教授 

 

  八木 信行 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

 

（以上 13名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 
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令和６年度環境研究推進委員会（安全確保部会） 

 委員 

 

  浅見 真理 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

  有薗 幸司 熊本大学 薬学教育部 特任教授 

 

 ○ 今村 隆史 東京都環境公社東京都環境科学研究所 所長 

 

  鵜野 伊津志 九州大学 名誉教授 

 

  楠井 隆史 富山県立大学 名誉教授 

 

  小泉 昭夫 京都大学 名誉教授 

京都保健会 社会健康医学福祉研究所 所長 

 

 ◎ 田中 宏明 京都大学 名誉教授 

信州大学 特任教授 

 

  遠山 千春 東京大学 名誉教授 

 

  中井 里史 横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授 

 

  野口 泉 北海道立総合研究機構 産業技術環境研究本部 エネルギー・環境・地

質研究所 環境保全部 水環境保全 G 専門研究員 

 

  平田 健正 和歌山大学 名誉教授 

 

  藤江 幸一 千葉大学 理事（研究担当） 

 

  松井 佳彦 北海道大学 名誉教授 

早稲田大学 ナノ・ライフ創新研究機構 規範科学総合研究所 研究院

客員教授 

 

  三浦 和彦 東京理科大学 嘱託教授 

 

  吉永 淳 東洋大学 生命科学部生命科学科 教授 

国立環境研究所 連携研究グループ長（環境リスク・健康領域） 

 

（以上 15名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 
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令和６年度環境研究推進委員会 

（S-24戦略研究プロジェクト専門部会） 

委員 
 

  伊香賀 俊治 慶應義塾大学 名誉教授 

（一財）住宅・建築 SDGs推進センター 理事長 

 

  奥 真美 東京都立大学 都市環境学部都市政策科学科 教授 

 

 ○ 鬼頭 昭雄 元 気象庁気象研究所 気候研究部長 

 

  高薮 縁 東京大学 名誉教授 

 

 ◎ 古米 弘明 中央大学研究開発機構 機構教授 

東京大学 名誉教授 

 

  堀江 正知 産業医科大学 産業生態科学研究所 教授 

産業医科大学 副学長 

 

  増本 隆夫 秋田県立大学 生物資源科学部 教授 

 

  松田 裕之 横浜国立大学総合学術高等研究院 特任教員（教授）/上席特別教授 

 

  松本 光朗 近畿大学 農学部環境管理学科 教授 

近畿大学アグリ技術革新研究所 教授 

 

  見山 謙一郎 昭和女子大学 人間社会学部現代教養学科 教授 

 

（以上 10名。五十音順。◎は主査、○は副主査） 

 

 
















